
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































刊行されたGrundzüge des Arbeitrechts, 2. Aufl ., 1927であろうか――と並んで、「既
に一度読んだ本をもう一度見ることにし」たとして、津曲の本書をあげている。ま
た沼田は前掲「感銘の象徴」法学セミナー14号（1957）49頁（本稿注〔26〕）で、大
学生活の「終りに近い頃」、津曲『労働法原理』について「友人仲間で『批判』など
という生意気なことをやっていい気持ちになっていた」と追想している。
115）　深谷・前掲論文57頁は、このような事実から沼田にとって「労働の従属性」は労
働法学の「基礎範疇（存在のもっとも基本的な概念）」とは位置付けていないことを
意味しているとする。しかし労働の従属性に言及していないことから、ただちに、
そのような結論が導かれるものなのであろうか。
116）　戦後、同書第三版（1904）を底本とした邦訳（森田勉〔訳〕『労働全収権論』〔未
来社・1970〕が刊行されている。
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1921〕原著は1902年刊）に始まるとされる117）。沼田は、自らのそれを「歴史的
社会的に制約された生活欲望を満足する生活への要望が、『人間たること』及『賃
労働者たること』の二重の正当性に根拠付けられて居る事を典型的とする、イ
デオロギー」であると捉えている。それはすでに指摘されているように、いま
だ日本国憲法25条が制定されるまえであるにもかかわらず、それを先取りする
かのような理解を表わしている118）。それゆえに沼田の生存権論とは、いかなる
系譜に由来するものなのかとの問いは、当然に生じる。
日本では大正年代は、普通選挙権の獲得の主張や労働運動の高まりなどに示
された大正デモクラシーと呼ばれる時代思潮のもと、ヨーロッパにおける概念
法学批判としての自由法運動の紹介やドイツ・ワイマール憲法の成立（1919年）
などの影響のなかにあった。そのようななか、生存権とはとくに牧野英一（『生
の法律と理の法律』〔有斐閣・1926〕および『法律と生存権』〔同・1938〕）と
117）　恒藤・後掲論文41頁。それに先だつ思想史的系譜については、小林・前掲論文
281頁以下を参照。そしてメンガーについては、エンゲルスFriedrich Engels（1820～
1895）が「法曹社会主義」として批判したことは、周知のことであろう（西谷敏「法
曹社会主義〔エンゲルス〕」天野和夫ほか〔編〕マルクス主義法学講座⑧『マルクス
主義古典研究』〔日本評論社・1977〕202－208頁）。しかしわが国では、日本国憲法
25条制定に際し、その主張の影響を受けていた（樋口陽一ほか・注解法律学全集２『憲
法』Ⅱ〔青林書院・1997〕140頁〔中村睦男〕）。このことに端的に示されているように、
日本ではＡ・メンガーの著作については戦前から関心がもたれ、その著作について
複数の邦訳書（峯村光郎「法的社会主義の法思想――アントン・メンガアを中心と
して」法哲学四季報７=８号〔1951〕323－324頁〔注２〕に引用されている）も刊行
されていた。戦後も1950年代には、その主張の紹介がなされていた（西谷・前掲稿
中に引用されているもののほかに、横井芳弘「法曹派社会主義者としてのアントン・
メンガー」白門〔中央大学通信教育課程〕３巻３号〔1951〕のちに同『著作選集』
第１巻〔信山社・＜刊行予定＞〕13－19頁に収録が発表されている）。
118）　籾井・前掲稿９頁は、「『生存権・団結優位』の労働法理論のルーツが……1930年
代後半段階に於ける大学院学生の、マルクシズムの資本主義的労働関係モデルに基
づく思索、いわば“頭脳”の所産であったこと」を知ったとき、それと戦後の「理論基
調の同一性に驚きとある種の感慨を覚える」とのべている。  
57沼田稲次郎の青春（石井）
421― ―
恒藤恭（『法律の生命』〔岩波書店・1927〕）により主張されたとされる119）。沼
田の関心は、それまでの学問研究の姿勢・態度から推測して、おそらく主に後
者により導かれたものかもしれないと推測される。しかし両者は内容的には、
まったく異なる120）。牧野と恒藤の議論はいわば抽象的な次元にとどまってい
119）　松尾敬一「近代日本における生存権思想の展開」神戸法学雑誌４巻３号（1954）
452－457頁は、牧野と恒藤の二人が生存権の主張により「その時代の法律学を一歩
前進せしめよう」としたとして、その意義をつぎのような５点にまとめている。す
なわち（１）生存権を自由権的基本権に対する否定として論じる点で共通する。し
かし（２）その内容は、牧野が「改良主義的」であるのに対し、恒藤は「社会主義
的方向」を志向していた。（３）「理論の背景」として、牧野が労働者階級の要求に
対する国家の政策という色彩が強いのに対し、恒藤のそれは労働者の要求そのもの
である。（４）両者の実定法に対する態度は「やや相違があ」る。そして（５）牧野
が「武士道と生存権」とか恒藤が古代ローマの「氏族社会」における生存権確保の
制度などとして、両者とも、生存権という言葉を近代市民社会以前に「遡及」させ
て用いている。
120）　牧野は『生の法律と理の法律』（有斐閣・1926）に収録された「焼け跡の仮小屋」
「実生活の法律――仮小屋問題に関して鳩山博士へ」および「生存権」の各稿で、
関東大震災（1923〔大正12〕年９月１日）のあと、その家屋が焼失した賃借人がバラッ
クを建てて従来の営業を継続しようとしたことに対して、「所有権及び契約の自由の
上に、更にわれわれの人格と生存とを考へしめることになつた」（104－105頁）とした。
ただし白羽祐三『牧野英一の民法論』（中央大学出版部・2003）55頁以下は、それが
ワイマール憲法に示された現代的な生存権ではなく、明治天皇「五箇条の御誓文」
に由来する「『現人神』天皇制法思想」を法的根拠とするものであるとして、批判的
に検討している。一方、恒藤は同『法律の生命』（岩波書店・1927）に収録された「生
存権と法律体系：生存権を中心として観たる公法及び私法の対立の問題」（初出・改
造1923・９）で、近代市民法と対比させて、「現在の私法・公法」を、つぎのように
論じている。すなわち「個人主義的経済組織の基礎」をなすのは「一切の個人が、
己れ自らの力によつて、己れ自らの生存権を確保し、いささかも他人に俟つ所が無
いと同時に、他人の生存権の確保のために、何等の努力をなすべき法的義務を負は
ない状態こそは、理想的社会であらねばならぬ」（78頁）。資本主義社会において無
産者の生存権の確保を実現するには、ローマ法以来の公法・私法の対立を変革しな
ければならないとして、その実現可能性の高い方法として、「現在に於いては、生存
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る。それに対し沼田のそれは、賃労働者におけるそれとして明確かつ具体的な
ものと捉えていることが注目される。おそらく沼田が「生存権」というとき、
それは誰もが想像するように「経済生活の秩序は、すべての人に人たるに値す
る生存を保障することを目ざす、正義の諸原則に適合するものでなければなら
ない。各人の経済的自由は、この限界内においてこれを確保するものとする」
と謳ったワイマール憲法151条１項を念頭においていたのではないかと思われ
る121）。しかし戦前の労働法学徒のなかで、そのような理解を示した者がいな
かったことを考慮すれば、確かに沼田の着想は戦後の日本国憲法25条による生
存権保障の具体化として、労働者の団結権保障に基礎をおいた「戦後労働法学」
を先取りするものであったといえよう122）。なお後段では、「資本の貪欲の人格
化」としての資本家と「賃労働の人格化」としての賃労働者との非和解的対立
に言及しているが、ここで沼田は『資本論』第１巻中の労働過程の記述を念頭
においていたのであろうか。
（d）について
沼田はここでの冒頭「人間の関係が商品の関係に埋没し、具体的労働の抽象
的労働一般への還元が行はれて居る限り、人間の物化と物の人格化の所謂商品
権の消極的確保のみが、公法の原理に基いて行はれ、其積極的確保は、私法の原理
に基いて行はれてゐるのを変更して、後者も亦公法の原理によつて行はれしむると
するものである」（102頁）という。それは、生存手段の分配について契約機能を排
して、「国家（又はその他の公法人）の意
〔ママ〕
志をして社会の全成員の生存権の確保に適
合する分配の仕方を、決定し、実行せしめることに存する」。それは各人の適正な需
要に応じて各人に平等になるように生存手段が分配されるねばならないことを意味
するという。しかし国家による国民への生存手段の平等なる分配とは、いかなるこ
とを想定すればよいのか。これに関する説明はなされていない。
121）　それは小林・前掲論文288－293頁にいう「改良主義的＝最低生存保障の（本来の）
生存権」をさすのであろう。
122）　日本国憲法のもとでの生存権と団結権との関係について、沼田は『団結権擁護論
〔第２版〕』（勁草書房・1952）第一部第５章「憲法に於ける労働法原理」82－159頁
で明らかにしている。
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のFetichismus〔物神性〕の二つの契機が観取せ」ねばならず、「こゝに、労働
法の機能的限界および形態的限界を見出す次第であります」とのべている123）。
とくに「労働法の機能的限界および形態的限界」とはいったい、いかなること
を意味するのか。労働法が市民法に対抗するものとして現われたとしても、そ
れを含む社会法が資本主義法制の枠内に届まるものであり、そのかぎりで同社
会の存続を前提とする意味で「限界」をもつということであろうか。
津曲は前掲『労働法原理』のなかで示した労使関係理解は「従属関係とは畢
竟、資本主義社会の階級関係であるが、それを法的構成として見るならば、債
権関係と身分関係の相矛盾した二者の統一的法形態」（223頁）であるというも
のであった。すなわち一方で従属労働関係は、労働力の商品化に基いて派生す
るが、法的には契約関係、つまり「労働力の商品化に基く一種の債権的関係」
として成立する。「雇主は労働者の労働力の使用権を取得し、労働者は之にた
いして賃銀の請求権を取得する」（同前頁）。「労働力の外何等の生産手段を有
しない今日の被傭者は労働関係に対してその生命を託することは強甚である
が、法的には少くとも労働力対賃銀の取引関係である」（224頁）。要するに、
それは平等なる意思の対立として表（現）われるものであり、W―G―W´の
過程の法的表現である。「それは単純商品社会に於ける過程と同様である」（228
頁）。しかし他方、津曲はそこでは、「労働力の支配、即ち労働力の使用価値を
123）　沼田が「商品の物神性」に言及するのは、やはり加古の前掲「社会定型」論文90
頁で引照されているルカーチGeorg Lukács（1885～1971）の『歴史と階級意識』（1923）、
とくに同書の三分の１強の分量を占める第４章「物象化とプロレタリアートの意識」
（邦訳／城塚登〔訳〕ルカーチ著作集第９巻〔白水社・1968〕159－366頁）の議論
を念頭においているのであろうか。それは加古・同前論文がその論拠としたパシュ
カーニスに対しても、その「発想の一つに刺激剤として作用した」と指摘されてい
る（藤田勇『ソビエト法理論史研究一九一七－一九三八』〔岩波書店・1968〕160頁
および168頁〔注23〕）。なお近時、『資本論』第１巻第１章における価値形態論を踏
まえて、市民社会における「人格の物象化」「物象の人格化」を廣松渉の議論を基礎
にしながら論じるものとして、森末伸行『法フェティシズムの陥穽―「法哲学と
しての社会哲学へ」―』（昭和堂・1993）および同『法哲学概説』（中央大学出版部・
1994）47－122頁がある。
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消費することに依って、ヨリ多くの価値を実現する価値増殖過程が内蔵される。
此の過程こそ従属労働関係の身分的関係である」（228頁）と捉えている。すな
わち「従属労働関係は債権関係の外に、更に身分的関係（人格的関係）を包蔵
する」（同前頁）。それはG―W―G´と表現される、資本主義的商品生産過程
における価値増殖過程である。それは一言でいえば「労働力の処分を雇主に帰
属せしめる関係である」（232頁）。こうして津曲は、つぎのようにいう。「我等
は〔労働者の使用者に対する〕従属関係とは……債権関係即ち、W―G―W´
と身分的関係即ちG―W―G´との相矛盾した対立の統一物と解する」（237頁）。
労働者は使用者とのあいだに債権関係をもって自由に取引したのかもしれな
い。しかしその内には身分的従属関係を包蔵しているがゆえに結果において何
等の自由の契約当事者ではなかった。このような「矛盾の統一物」こそが労働
法の基本関係である従属労働の本質なのである（239頁）124）。津曲は、このよう
に主張している。
これに対しパシュカーニスの議論を批判的に学んだ加古がもっとも重点をお
いた課題は「近代法の形態性」の探究であろう125）。加古は遺作となった「法律
学における政治的性格」（世界文化17号〔1936〕）と、その生涯もっとも多くの
業績を著わした前年冒頭に発表した「近代法体系の多元的構造に就いて」（法
と経済４巻１・２号〔1935〕）で、同前稿に付された「所謂私法・公法・社会
法の体系に関する疑問」という副題に表わされた問題について、総括的に論じ
124）　戦後、沼田は前掲『労働法論序説』169頁（注１）で、「津曲氏が階級的従属こそ
従属労働の本質とせられた点はドイツの学者を凌駕する観力であると思われるがそ
の法的反映は単に債権関係と身分関係との矛盾的統一という一般的範疇においての
み規定せられ、労働法における労働者像の性格があらわにならない」と評している。
125）　ただし加古のパシュカーニス批判については、1920年代戦時共産主義からネップ
（新経済政策）への転換期におけるマルクス主義法理論形成過程で、とくにその後
半期、「初期正統派」の一翼を担ったパシュカーニスの弱点「不十分性」として指摘
されていたこと（詳しくは、藤田・前掲書第一部第二章「『二〇年代マルクス主義法
理論』の形成と展開」を参照）を踏襲するもので、必ずしも加古のオリジナルな理
解ではなかったとも指摘されている（田中・前掲論文51頁）。
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ている126）。すなわち「市民社会が……商品等価形態なる元素的形態の直接的な
上部的反映たるに対し、第二次的契機たる政治社会はかかる市民社会〔は〕『価
値増殖過程』を媒介的に反映する所の社会たるに他なら」ず、……「かかる下
部構造的要素のなんらかの反映形態たる上述の市民社会と政治社会との関係も
亦、それに照応してそれ自身一つの弁証法的統一を形造る」のであり、「かか
る近代社会の二元的構造に照応して近代法体系に就ても所謂私法及び公法体系
が生み出されうる」（以上、前掲『近代法の基礎構造』〔以下同じ〕３頁。なお
後者229－233頁も参照）とする。こうして加古は「市民社会＝同質的原理＝W
―G―W´＝価値形成過程＝第一次的契機＝私法原理」と「政治社会＝異質的
原理＝G―W―G´＝価値増殖過程＝第二次的契機＝公法原理」として、近代
市民社会の二元的法構造を導き出した。すなわち「近代市民社会はW―G―
W´の普遍化原理によつて以前の『身分社会』を止揚し〔、〕恰もそれによつ
て第二のかゝるG―W―G´の過程を摂取することによつて『階級社会』を完
成したのであつた」（前者233頁）。このような公法・私法の二元論の構成から
続けて、加古は社会法を「市民社会の法的原理たる私法的
0 0 0
原理に内在する自己
疎外性・形式的抽象性の矛盾的契機の云はゝ自覚的な対立的反省的形態」（256
頁）であると捉えている。そして「私法・公法・社会法の相互関係」について、
加古は次のように論じている（258頁）。
「市民社会をその基底とする今日の政治社会は、市民社会の基礎的原理た
る所のかの『商品等価性』の元素的形態、自由主義的原理若くは政治的に
は民主主義的原理それ自身に内在する弁証法的矛盾の発展に於て、自己を
異質的対立的契機たらしめるのである。市民社会の保障的契機たる政治社
会は、かゝる自己の異質的対立的契機の歴史的発展的並びにこれの自覚的
反省によつて、自らに固有なる支配的強制的社会機能を更に拡大強度化し
うるのである」。
こうして結論的に加古はいう。「近代法形態の基礎的形態は原理的に私法形
126）　森・前掲「加古祐二郎の法理論」69頁、同・前掲「加古祐二郎」422頁および同・
前掲「法哲学とマルクス主義」137頁。
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態であり、〔社会法を含む〕爾余の法形態は私法形態の何らかの派生的契機た
るに外なら」ない（259頁）127）。したがって「社会法原理も公法原理も、今日の
社会の二元的構造を止揚せざる限り、私法原理にその重心を置く所の近代法形
態の一般的範疇を容易に逸脱し能ふものではない」（260頁）。
同じく価値形態論によりながら、津曲が労働関係を債権関係と身分関係の複
合構造として捉え、そこに従属労働の根拠を見出したのに対し、加古はパシュ
カーニスによる資本制社会の分析の検討を通じて、津曲とは異なり、近代市民
法における公法・私法の二元的構造として把握し、さらに私法の反省形態とし
て社会法を捉え、その二元構造を止揚しないかぎり、市民法の変更もないとし
た。この時点において沼田は、そのような理解を踏襲する限りにおいて、労働
法を含む、広く社会法の「根底をなす思想」として、いわば「根源的概念形態
としての生存権」を捉え、あえて従属労働（論）には言及しなかったのではな
かろうか。
（e）について
沼田はここで実定法としての生存権について言及し、あわせて先の（c）で
のべたのと同じく、「市民法の基礎観念が自由権であった如くに、こゝでは生
存権がその役割」をはたしているとのべている。ただし「その表現形式として
成文法のほかに慣習、判例、条理など」を通じて現（表）われた生存権とは、
いったいどのようなものを想定していたのであろうか。
そして同所の末尾では丸括弧を付して、経済法を当面考察の対象から除外す
る旨が記されている。この書簡が書かれた前年の夏、中国・北京西南の盧溝橋
付近での夜間軍事演習の際の日中正規軍の偶発的衝突から宣戦布告なき本格的
全面戦争（「支那事変」）へと拡大し、日本は同年９月以降、急速に戦時経済へ
の編成換えが進行していった。沼田書簡の４か月ほど前の1938（昭和13）年４
127）　加古は同前所で「政治社会が真に未だ対立を止揚した全体的社会たりえず、原理
的に市民社会を否定し得ぬ限り、政治社会は市民社会に再び還元されうるといふや
うな矛盾的形態をすらとるのである。換言すれば、市民社会を止揚することなくし
ては、政治社会より人間は自己を解放し能はない」と続けている。
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月には、総力戦を遂行するために政府に議会の協賛なく、広範な権限を付与す
る国家総動員法が制定され、翌５月には施行された。こうして当時広く法学徒
の関心はしだいに統制経済法に向けられていった。労働法学の場合は、1933年
１月以降のナチスによる政権獲得後のドイツについて、ワイマール体制下の労
働法制の急激な変貌を「他山の石」として批判的に紹介したり、不十分なもの
であったとしても、解雇・退職手当法等の労働者保護立法に言及することから、
これ以降大きく右旋回させて統制経済法の一環としての労務統制法理の構築へ
と軸足を移動させていった128）。このような状況変化を踏まえれば、経済法――
統制経済法というよりは、第一次世界大戦後、大正デモクラシーのなか、紹介
されていったトラストやコンツェルンを規整する立法を経済法と捉えたドイツ
の議論を念頭においていたのかもしれない――の考察・言及を、沼田が回避す
るのは、当然であったといえよう129）。
（f）について
実質的な最終項であるここで、沼田は自らの研究課題を指導教官に対して提
示している。すなわちそれは、労働組合法に関わるものを選びたいとするもの
であった。沼田はその理由を「典型的な具体的形象に於てこそ、普遍的・原理
的なものが最も顕はに見出しえる労働法の特質を集団法にあると認識してい
る」からであるとのべている。同項の後段で「労働者を法的人格者として観る
場合、組織的労働者こそ、歴史的主体としての性格を顕著に担うものとして、
生存権に於ても優越〔的〕な意味で課題をもつ」との発言は、労働組合に結集
すべき労働者をして実践＝社会変革の担い手として捉えているということであ
ろう。それはまた、私法・公法からなる近代市民法体系を統合する社会法法理
を究めることに通じるとの見込みをのべているのであろうか。ここでの発言は
労働組合法を研究すべき意義を確認すると同時に、沼田の研究方針を示すマニ
128）　具体的な動向については、前掲・拙著第３章「準戦時から国家総動員体制への展
開のなかでの社会・労働法学――1937年７月～1941年12月」185頁以下を参照。 
129）　労働法と経済法との関係については、戦後、前掲『労働法論序説』第二章第三節「労
働法と経済法」95－144頁で論ぜられることになる。
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フェストでもあったともいえよう。その具体的な論証を実現するための第一歩
として、沼田は短い時間ながらも、その年度の秋以降、ドイツ法を素材とした
労働協約研究に取り組むことになる。
五　結び――応召と学究生活との別れ
無期停学処分のために、大学３年ではなく、４年間を過ごした沼田は、既述
のように「四年目はいくらか〔労働法学に係わる〕学問への徒弟修業的な勉強
はできた」と回想している。実質的には学究生活最後のなるべき大学４年目の
１年のあいだに、末弘・孫田にはじまる戦前の労働法学の著作の多くに目を通
すことができたという。当時、日本の労働法学においては、ドイツ法学の影響
のもと、労働協約が学説の大きな関心の対象となっていた。それゆえに沼田自
身も、その年齢が還暦をすぎたとき、末弘『労働法の研究』（改造社・1926）、
安井英二『労働協約論』（清水書店・同）、中村萬吉『労働協約の法学的構成』
（厳松堂書店・同）そして後藤清『労働協約理論史』（有斐閣・1935）の各書
名をあげて、「私の理論法学的関心が社会自主法の生成による市民法理の反省
とでもいうべき課題意識から労働協約へと傾いていたように思われる」130）との
べている。これらのなかでとくに後藤の著書は今日でも、わが労働法学の古典
として遇せられている。そこでは、19世紀ドイツ資本主義勃興期からワイマー
ル期をへて、1933年ナチスが政権獲得にいたるまでのドイツ労働協約法理の展
開、とくに組合が使用者団体とのあいだになした合意を基礎にした労働条件・
待遇に関する規定が何故に、交渉・取引に関与しない組合員のそれを規整する
ことができるのかをめぐって、主にロトマールPhilipp Lotmar（1850－1922）と
ジンツハイマーおよび双方のいずれかに与する学説の議論を交差させて論じてい
る131）。また滝川事件に際し、京都帝大（助手）を辞した浅井清信がジンツハイマー
やギールケの団体法学説への関心からドイツ労働協約へ接近したと自ら紹介して
130）　沼田・同著作集第６巻『労働協約』（労働旬報社・1976）〔著者解題〕367頁。  
131）　これについては、前掲・拙著149－160頁参照。
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いた「労働協約の法的性質――独逸法を中心としての考察」と題する論稿を田中
直吉ほか『京大惜別記念法学論文集』（政経書院・1934）に発表している132）。そ
して沼田もまた、1938（昭和13）年の秋から翌年１月初旬にかけて、その法的効
力をとりあげた「労働協約理論史の一齣」と題するドイツの労働協約法理に関す
る論稿（習作）を執筆している。それが後藤や浅井らの議論とくらべ、いかなる
内容のものであったのかは興味あるところである。沼田の回想によれば、同稿は
やはりロトマールとジンツハイマーの所説を対照させて論じるものであったよう
だ。ただし先人たちの著書・論稿の刊行・発表時から、わずか数年しか経過して
いなくとも、日本はすでに国家総動員体制のもとにあり、沼田はあえて反時代的
な課題を選んだといえるのかもしれない133）。このような戦前の大学院生時の課題
132）　同稿は、浅井『改訂増補労働契約の基本問題』（法律文化社・1967）59－116頁に
収録されている。なお 拙稿「浅井清信の労働法学――二つの『アバ（ヴァ）ン』に
着目して」獨協法学78号（2009）５－６頁参照。当時は、ほかに吉川大二郎「労働
協約の観念に就いて」法学論叢24巻１号（1930）77頁以下も、発表されていた。
133）　沼田〔労働法実務大系７〕『労働協約の締結と運用』（総合労働研究所・1970）「は
しがき」。沼田・前掲『著作集』第六巻〔著者解題〕368頁は、戦後、同人が前掲『日
本労働法論』上・中（1948）のちに沼田・前掲『著作集』第一巻（1976）収録を執
筆したとき、同稿は「誘い水のような役目をはたした」とのべている。それは具体
的には、おそらく沼田・同前書の中巻・第三編「経営自律法論」中の記述に反映さ
れていることをさしていると推測する。沼田・前掲「下呂の陸軍病院」152頁は、「P. 
LotmarやW. Kaskel、H. Sinzheimerの書物を手がかりに論文を書」いたとする。こ
れを所蔵する東京都立大学図書館の書誌情報によれば、同稿は原稿用紙（字数不明）
に手書きで書かれた43頁のものであるという。しかし未見のため、詳細は不明である。
私は2017（平成29）年夏、同前稿を所蔵する首都大学東京（現・東京都立大学）
図書館に対し勤務先の獨協大学図書館を通じて、その閲覧・複写を申し込んだ。し
かし、いずれについても拒絶された。同稿が同大学法政研究室で管理するものであ
るとし、法学部教授会での可否の検討の議論の結果として、同大学図書館からの同
年10月12日付けファックスにて獨協大学図書館を通じて知らされたのは、つぎのよ
うな簡単なものであった。
「・発行（出版）された資料ではない。
・公開を前提とした資料とはいえない。
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・本人への確認がとれない。
等の点から、外部への提供は不可」
はたして、このようなことが部外者からの閲覧要請に対する拒否の理由となるの
か、はなはだ疑問に思うところである。当該文書が公刊・公開されたものではなかっ
たとしても、執筆者本人の生前はもちろん、没後に研究資料として利用されること
は通常見られることではないだろうか。そのようなことは、別に小説家と政治家に
限ったものではなかろう。たとえば最近、私自身が目にしたものでは、清水靖久『丸
山眞男と戦後民主主義』（北海道大学出版会・2019）は東京女子大学図書館所蔵の「丸
山眞男文庫」収蔵の生前には本人が公開などまったく想定していなかったであろう
メモ書き等を含む文書をもとにいわゆる東大紛争当時の対処のあり方をふくめて、
その戦後の思考のあり様を論じたものである。沼田の場合は、その死後先に紹介し
たように、指導教官であった石田文次郎に宛てた書簡２通が妻・沼田文子により公
開されている（一つは、先に言及した沼田が大学院生であった「昭和13年８月２日」
付けのもの――「便箋十六枚にびっしりと丹念に書かれていた」――であり、もう
一通は戦地からの「昭和17年４月27日」付けのものである〔いずれも、労働法律旬
報1413号〈1997〉40－43頁に収録〕）。このことについて、文子は「約六十年前の沼
田の手紙がみなさまの目にとまることになって、彼岸の夫はきっと苦笑しながらも
案外喜んでいるのではないでしょうか」と記している（同前所「書簡公開にあたっ
て」）。また同人が沼田の死後、その三回忌に合わせて自ら編んだ『人間まんだら：
沼田稲次郎拾遺』（旬報社・1999〔非公刊〕）には、戦時中および敗戦直後の時期、
沼田が当時婚約者であった同人――指導教官・石文次郎の長女――にあてた書簡９
通と敗戦の年の結婚直後のクリスマス・カードが収録されている。これらは文字通り、
当事者間でやり取りされていた当時、｢公開を予定されていない｣ 私的な文書の典型
ではなかろうか。そのようなものでさえも、故人（沼田）の配偶者によりすでに活
字化され、第三者の目にふれる状態となっている。つぎに当該文書の公開可否につ
いて「本人の確認がとれない」との言にいたっては、唖然とせざるをえない。首都
大学東京図書館（法学部）が同稿を所蔵するにいたったのは、本人が死去したあと、
遺族から寄贈を受け入れた沼田旧蔵書のなかにふくまれていたからであろう（沼田
文子〔編〕前掲書「はじめに」参照）。「本人の確認がとれない」のは当然である。
何故に、そのような言を弄するのであろうか。沼田が生前、同稿について本文に記
したように、しばしば言及していたことは、同人が将来公開されることを是認して
いたと推認できるのではないだろうか（ただし沼田・前掲『著作集』第六巻〔著者
解題〕368頁は、「もとより印刷されていないし、今後も印刷に付する気はない」と
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と短い研究期間について、沼田は生前、繰り返し言及していた。それは自らが徴
兵検査で甲種合格――身長180センチを超える長身で、筋肉質の身体の持ち主で
あった――であったことから、当時は前年７月の盧溝橋事件を発端として中国と
の宣戦布告なき戦争が継続するなか、遠からぬ将来、自らに召集令状がもたらさ
れることが確実であり、そうなれば学問の世界にもどれるかどうかもわからない
との諦念と覚悟があったからではなかろうか134）。それゆえに「それまで大学院に
いましたので何か法律学のものを書いておこうという気にな」ったのであろう135）。
沼田は入営する前日（１月９日）の朝まで、高岡の実家の雪深い離れ家にこ
のべていたが、それが自らの死後の扱いまで想定していたとは思えない）。また遺族
が沼田の蔵書を寄贈するという事実には、将来の公開可能性を当然に承知していた
と理解すべきではないだろうか。事実そうであった。すなわち沼田文子は前掲『人
間まんだら』のなかで、長く行方不明であった同稿が蓼科の別荘にあったのを発見し、
東京の自宅に持ち帰り、コピーをとったこと（都立大に寄贈され、同法政研究室が
管理するものをさすと思われる）に関連して、つぎのようにのべている（139－140頁）。
「私がこの世を去った後、いつの日か陽の目を見るときもあろうかと思っており
ます」。
私的文書であることを理由に公開できないというのであれば、それは外部者であ
れ、それを所蔵する大学内部にいる者であれ、そのような取り扱いは同じであるべ
きではないのか。ところが外部者への公開を拒否する一方、内部者は閲覧可能であ
るとの状態におく――ただし、その扱い・手続は不知――というのは、はたして公
平な対応なのであろうか。公開を予定していないというではあれば、それは遺族に
返還されるべきではないか。そのような対応をとることなく、図書館所蔵書として
登録し、OPACに書誌情報を掲載しながら、その閲覧を希望する者からの閲覧申請が
あると、「公開を前提としていない」「本人の承諾がとれない」などとして、これを
拒否するということが、適切かつ整合性のある対応であるとは到底思えない。
134）　沼田のもとに（市町村役場の兵事係により）召集令状（赤紙）はいつごろ届けら
れたのであろうか。それから入営までの時間的余裕は、さほどなかったのではなか
ろうか。なお小澤眞人・ＮＨＫ取材班『赤紙：男たちはこうして戦場へ送られた』（創
元社・1997）を参照。
135）　「『私の法律学』はどのように生成したか」184頁および沼田・前掲『著作集』第
六巻〔著者解題〕368頁。
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もって徹夜で執筆し、読み返す暇もなく、それを京都の石田文次郎に宛てて送
ることを家族に託して、「学問の社会に訣別した」136）。その日は富山市内の旅館
に宿泊したが、そこではじめて『軍人勅諭』と『歩兵操典』の一部を読んだと、
37年後に回想している137）。翌朝、富山三十五連隊に入隊した沼田は、それから
敗戦の年の11月に除隊するまで「ほぼ七年間軍服を着て戦地で五年間くらすこ
とに」なる138）（了）。
136）　沼田・前掲「下呂の陸軍病院」152頁。沼田がこのことを最初に言及したのは、
前掲『労働協約の締結と運用』（総合労働研究所・1970）の「はしがき」ではなかろ
うか。沼田文子・前掲「書簡公開にあたって」40頁は、戦後、沼田が同稿について「結
婚後一度だけ、『軍隊に入る前に〔石田〕先生に送った論文を、先生はちゃんととっ
ておいてくれた』と感慨深く語ったことがありました」とのべている。
137）　沼田・前掲『著作集』第六巻〔著者解題〕368頁。
138）　沼田「故郷連想」前掲『行人有情』254頁および「『私の法律学』はどのように生
成したか」184頁。その際沼田にとって、JheringのKampf uns Rechtの原書が唯一持
参した法律書であったと回顧している（前掲「下呂の陸軍病院」152－153頁）。
なお「学生評論」誌編集に携わった者を含む、京大学生運動関係者はみな当時、
将校となるべき幹部候補生に志願することなく、一般兵士にとどまることを申し合
わせていたという（岩井・前掲書132－133頁）。大学一年次の秋、逮捕・拘留の１ケ
月のあと、運動からある程度距離を置いていたと思われる沼田の場合も、そのよう
な選択肢は当然にあったであろう。にもかかわらず、陸軍将校となるべき道を選ん
だのは、どのような理由ないし背景事情があったのであろうか。それは個人的な選
択の問題であろう。しかしそれにいたる過程を知りたいとの思いは、なくもない。
ただし本人は生前、このようなことについては黙して語ることはなかった。なお学
生評論誌の編集そして京大ケルンのメンバーとして活動した小野義彦（1914～1990）
の場合、第二補充兵として徴兵されたあと、高校および大学での左翼活動による逮
捕歴があったにもかかわらず、所属した「中隊の人事から庶務全体の実権を握って
いる」下士官の一番古手である曹長により本人（小野）に無断で幹部候補生となる
べき手続がとられたという（同・前掲書86頁）。さらに蛇足を付せば、同人は入営か
ら５年後の1943（昭和18）年８月、ニューギニア西南・タニンバル諸島（オースト
ラリア北部の「目と鼻の先」）に駐留中、東京から飛行機でやって来た憲兵准尉によ
り治安維持法違反容疑――共産党再建を目論んで関西地方で活動し、京大「ケルン」
を合流させるが、1938（昭和13）年８月から９月かけて主要メンバーが逮捕され、
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頁（注23）および31（496）頁（注75）に関する訂正と補充
論稿の主題に直接関わるものではないが、二つの注記について、ここで言及したい。
まず前者で私は、野村がニューヨーク滞在時に懇意にしていた石垣栄太郎・綾子夫妻に
ついて、加藤哲郎『ワイマール期ベルリンの日本人』（岩波書店・2008）148頁がその前
に「アメリカ共産党員」という名詞を形容詞用法で付しているが、「その論拠が示され
ていない」と記した。上記・拙稿発表後、芳賀武『紐育ラプソディ――ある日本人米共
産党員の回想』（家永三郎〔責任編集〕日本平和論大系20〔日本図書センター・1994〕
収録・原著は、朝日新聞社・1985）に接した。同書24頁以下によれば、石垣夫妻は「実
質的に〔米〕共産党のフロント組織」に参加ないし周辺で反戦活動に従事していた。た
だし栄太郎は芳賀が米共産党に入党した1938年１月20日（レーニンの命日）以前の「か
なり早い時期に山川均を中心とする労農派を支持して、共産党とたもとを分かった」（同
前書96－97頁）という。つぎに、私は後者で大岩誠が小林陽之助と同じく、予審で治安
維持法１条等に違反するとされた（昭和15年３月14日）が、公訴審での結論は不明とした。
この点について、判決文を入手していないが、やはり上記・拙稿の校正を終えたあとに、
本稿でも引用している和田洋一『灰色のユーモア』（人文書院・2018）に接した。その
記述内容から推測するに、取調段階で当局の筋書きにしたがった自白をし、予審段階で
も、被疑事実を肯定していたことから、そのような多くの治安維持法被疑事件の場合と
同じく、一審で「懲役２年執行猶予４年」という判決が下されたのではなかろうか（同
前書274頁注38によれば、同人は「釈放後は満鉄調査部に転じた」という）。また同書71
頁によれば、「京都人民戦線事件」で逮捕された者たちが手記を書く際に参考（模範）
とするために、すでに取調が終っていた大岩のそれが印刷され「下鴨署の特高室にころ
がってい」たという。また関連して同書65－66頁では、小林の逮捕について、『こらあ
大物ですわ、和田君みたいなザコとちがいますわ』として、特高らが何度も“クウトベ”（Ｋ
ＵＴＶ：東洋勤労者共産大学）という言葉を連発しながら上機嫌で話していたという。
壊滅した日本共産主義者団との関連――で逮捕・内地送還され、翌年２月、第四師
団軍法会議（大阪）で、軍籍剥奪・禁固５年の実刑判決を受けて、敗戦の年10月９
日刑執行停止で保釈されるまで四つの刑務所で服役した（同前書100－104頁、112－
144頁）。
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